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　地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出規
制に関して、世界で唯一拘束力を持つ国際協定で
ある京都議定書が 2012 年末で期限切れを迎えた。
　2012 年 11 月 26 日から 12 月 8 日までカタール
国ドーハで開催された、国連気候変動枠組条約第
18 回締約国会議（COP18）および京都議定書第 8
回締約国会合（COP/MOP8）において、京都議定
書の延長ならびに 2020 年より先の新たな枠組みに
関する具体的な策定作業計画などが、「ドーハ気候
ゲートウェイ」として国際的に合意された1、2）。
　第 1 約束期間が 2012 年末で期限切れとなった京
都議定書は、第 2 約束期間として 2013 年 1 月 1 日
から 2020 年末まで延長された。欧州連合（EU）加
盟 27 か国の他、オーストラリアやスイスなどの先
進 10 か国が参加し、1990 年比で 2013 年～2020 年
の期間に温室効果ガスの 18％ 削減を目指す。また、
第 2 約束期間への参加国以外は、クリーン開発メカ
ニズム* による削減クレジットを移転・獲得するこ
とができなくなる。すでに日本は第 2 約束期間から
は参加しないことを宣言しており、クレジットは取
得できるが、その売買はできなくなる。
　主要排出国を含めた 2020 年より先の新しい国際
枠組みについては、既に前回の COP17 において、
2015 年までに採択することで合意しているが、今
回はより具体的な作業計画が示された。次回 2013
年の COP19 では、「必要削減量」と「誓約された
削減総量」の差を埋めるための方策を示し、2014
年の COP20 までには、交渉の基礎となる文書を用
意することを決定した。
　なお、途上国への資金支援については、具体的
な金額は合意には書き込まれず、すでに合意され
た「2020 年に 1000 億ドル」へ向けて、検討作業を
進める道筋が示されるに留まった。また、日本が
提案している二国間オフセット・クレジット制度**
を含む様々なアプローチについては、実施のため
の「枠組み」について作業計画を実行していくこ
とが決定された。
　これまで、排出削減を義務付けた京都議定書に
参加していた、日本や EU などの排出量は、世界
全体の 3 割に満たない（図表）。2020 年以降の新た
な枠組みでは、世界 1、2 位の排出国である中国・米国
や、途上国を含めたすべての主要排出国が参加す
ることが、地球温暖化防止に向け不可欠である。
　国連気候変動枠組条約第 18 回締約国会議（COP18）および京都議定書第 8 回締約国会合（COP/
MOP8）が、2012 年 11 月 26 日から 12 月 8 日までカタール国ドーハで開催された。第 1 約束期間が
2012 年末で期限切れとなった京都議定書を、第 2 約束期間として 2013 年から 2020 年末まで延長する
こと、ならびに 2020 年より先の新たな国際枠組みに関する具体的な策定作業計画などが、「ドーハ気候
ゲートウェイ」として合意された。2020 年以降の主要排出国を含めた新しい枠組みについては、2014
年の COP20 までに交渉の基礎となる文書を用意することを決定したが、世界 1、2 位の排出国である中
国・米国や、途上国を含めたすべての主要排出国の参加が不可欠である。
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図表　世界のエネルギー起源CO2 排出量の見通し
出典：財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）3）
* クリーン開発メカニズム：先進国と途上国が共同で温
室効果ガス削減プロジェクトを途上国において実施
し、そこで生じた削減分の一部を先進国がクレジット
として得て、自国の削減に充当できる仕組み。
** 二国間オフセット・クレジット制度：途上国への温室
効果ガス削減技術・製品・システム・サービス・イン
フラ等の普及や対策を通じ、実現した温室効果ガス排
出削減・吸収への日本の貢献を定量的に評価し、日本
の削減目標の達成に活用する制度。
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